
第 11回「証券業界におけるＳＤＧｓの推進に関する懇談会」 

 

2 0 2 1 年 ４ 月 ７ 日 

午前 10 時～ 11 時 30 分 

協  会  第 １ 会 議 室 

次     第 

 

１．検討事項 

（１）大学との連携について 

（２）証券業界の SDGs推進に向けた取り組み ～中長期的な検討に向けて～ 

 

２．報告事項 

（１）経団連「2030年 30％へのチャレンジ」への賛同について 

（２）株主優待 SDGs基金に関する 2020年度の実績等について 

（３）下部分科会の検討状況について 

以  上 



大学との連携について

2021年４月
日本証券業協会

SDGs推進室

資料１
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2020年度の結果報告
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１．2020年度共催シンポジウム開催結果①
～ 東大×日証協 SDGsシンポジウム 1/3～

日程
2020年12月15日（火）

18時00分 ～ 20時00分

タイトル

東大×日本証券業協会

SDGsシンポジウム

知とビジネスのイノベーション

～未来の選択～

場所

渋谷スクランブルスクエア15階 SHIBUYA QWS

及び ZOOMとニコニコ生放送による配信

※本会場には新型コロナウィルス感染症の影響を踏まえ

登壇者のみが来場

主な

参加対象者
大学生、社会人 等

参加者数
ZOOM 及び ニコニコ生放送

合計5,400名（視聴数ベース）

学問や研究を使って世界で起こっている社会的課題の解決に貢献することができることや、大学での経
験・学問・研究等からベンチャーとして起業した事例を通じて、持続可能な社会のイノベーションについて
考える機会とすることを目的として、東京大学と共催で以下のとおりシンポジウムを開催した。
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ZOOMに加えて、ニコニコ生放送でも放送を行ったところ、主な視聴者層であるニコニコ生放送の若年層と
本シンポジウムの内容は親和性があったことから、概ね満足を得ることができた。

←ニコニコ生放送の放送中は視聴者か
らのコメントがリアルタイムで寄せられる

ニコニコ生放送放送終了後→
視聴者からの満足度が表示され
る。

１．2020年度共催シンポジウム開催結果①
～ 東大×日証協 SDGsシンポジウム ２/3 ～
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１．2020年度共催シンポジウム開催結果①
～ 東大×日証協 SDGsシンポジウム ３/3 ～

本シンポジウムについては、採録を作成し、ＨＰでも公表している。
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日程
2021年1月15日（金）

10時30分 ～ 12時00分

タイトル

東京大学×日本証券業協会

大学債／ソーシャルボンド カンファレンス

～初の大学債、発行の意義とSDGsへの貢献～

場所

太陽生命日本橋ビル 26階 及び ZOOMによる配信

※本会場には新型コロナウィルス感染症の影響を踏まえ登壇

者のみが来場

主な

参加対象者
全国の大学関係者（国公私立大学 財務部

長、社会連携担当）、学生、証券関係者等

参加者数 ZOOM 280名（参加申込300名）

１．2020年度共催シンポジウム開催結果②
～ 大学債／ソーシャルボンド・カンファレンス 1/3 ～

東京大学が大学債をソーシャルボンドとして200億円発行したことを踏まえ、大学債の社会的意義、大
学の資金調達手段としての債券の役割、大学債のソーシャル性・SDGsへの整合性、ソーシャルボンドの
現状と課題等といった内容をテーマとしたカンファレンスを以下のとおり、東京大学との共催により、開催し
た。
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10分
歓迎・開会挨拶
東京大学 総長 五神 真氏
日本証券業協会 会長 鈴木 茂晴

10分
基調講演：東京大学FSI債（東大債） 発行の意義
東京大学 副学長 坂田 一郎氏

10分

講演: SDGs債 特にソーシャルボンドの意義

日本証券業協会 副会長・専務理事 SDGs推進本部

副本部長 岳野 万里夫

30分

パネルディスカッション:

大学債発行の実際、市場の反応、今後の課題

モデレーター：
日本証券業協会 特別顧問 川村 雄介
パネリスト ：

東京大学 副理事

(財務制度改革、資金・資産運用) 平野 浩之氏

㈱日本格付研究所 サステナブル・ファイナンス評価部長

チーフ・サステナブルファイナンス・アナリスト 梶原 敦子氏

文部科学省 国立大学法人法 改正等担当者

大和証券㈱ デット・キャピタルマーケット部

オリジネーション課 米上 広成氏

30分
質疑応答

モデレーター、パネリストに対する質疑応答

プログラム

講演「SDGs債 特にソーシャルボンドの意義」資料

１．2020年度共催シンポジウム開催結果②
～ 大学債／ソーシャルボンド・カンファレンス 2/3 ～
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１．2020年度共催シンポジウム開催結果②
～ 大学債／ソーシャルボンド・カンファレンス 3/3 ～

 裏話を含めた様々な話を聞けてとても参考になった。
 証券市場関係者の国立大学法人債に対する受け止め・評価等を率直に聞けたことが参考になった。
 東大の講演は、大学債の発行に向けた留意点等が理解できた。また、パネルディスカッションの意見交換

の内容が分かりやすく、今後の大学債の発行に向けて、とても有意義な情報が得られた。
 大学では規制上お金を稼ぐ手段はほとんどないため、どのように償還するのか疑問に思っていたが、その点

について勉強になった。SDGs債というものがありニーズがあることも初めて知った。
 Slidoでの意見を見たが、なぜ大学債だったのか、という初心者目線での問いに対する回答が弱く、今後

追随する他大学では、その説明がさらに必要になると思われる。プロの投資家向け説明はしっかりなされ
たため、需要超過があったのだと思うものの、世間一般に広く受け入れてもらうためにも、先陣を切った納
得のいくご説明を今後もお願いしたい。

アンケートによる参加者からの声

全く有意

義でな

かった, 

0.8%

大変有意

義だった, 

43.2%

有意義

だった, 

53.4%

有意義で

なかった, 

2.5%

日証協の講演
全く有意

義でな

かった, 

1.7%

大変有

意義だっ

た,58.5%

有意義

だった

39.0%

有意義で

なかった, 

0.8%

東大の講演

全く有意

義でな

かった, 

0.8%

大変有意

義だった, 

72.0%

有意義

だった, 

26.3%

有意義で

なかった, 

0.8%

パネルディスカッション
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2021年度における大学との連携について（案）



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

２．2021年度における大学との連携について（案）

大学との連携は、大学の「知」の活用により社会的課題解決に向けた施策の実装化を推進することや、
将来を担う大学生等にアクセスすることで投資や起業に対する価値観の育成等、証券市場に知見を持つ
人材の育成につながると考えられ、SDGsの達成に向けて証券業界の取組みとして意義あるものと思料。
ついては、2021年度においても、次の方針に従い、大学との連携に取り組んでいくことしたい。

連携先候補１：関東にある大学

連携先候補２：関東以外にある地方の大学

連携先の大学を検討、選定するにあたっては、次の点に留意し、検討することとしたい。

I. 大学全体としてSDGs達成に向けて取り組んでいること
※次頁の「THE University Impact Rankings 2020」等を参考指標として検討

II. 本協会の大学との連携に関する取組みの趣旨への理解及び協力（内容の検討等）が得られ
ること

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
2022
１月

連携先Ａ

連携先Ｂ

連携先選定→内容検討 実施

スケジュール（予定）

連携先選定→内容検討 実施

9
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（参考）THE University Impact Rankings 2020

順位 大学名 スコア 特に評価が高かったSDGsゴール

76 北海道大学 85.3 2(飢餓), 9(産業), 12(生産・消費), 14(海資源), 15(陸資源), 17(パートナシップ)

77 東京大学 85.1 2(飢餓), 9(産業), 14(海資源), 15(陸資源), 17(パートナシップ)

97 東北大学 83.7 8(働きがい), 9(産業), 12(生産・消費), 13(気候変動)

101-200 広島大学 75.4-83.3 3(福祉), 6(衛生), 9(産業), 11(街づくり), 12(生産・消費)

101-200 京都大学 75.4-83.3 1(貧困), 2(飢餓), 9(産業), 14(海資源), 17(パートナシップ)

101-200 立命館大学 75.4-83.3 1(貧困), 14(海資源), 15(陸資源), 16(平和)

101-200 筑波大学 75.4-83.3 9(産業)

101-200 早稲田大学 75.4-83.3 1(貧困), 6(衛生), 11(街づくり), 12(生産・消費), 14(海資源), 15(陸資源)

201-300 名古屋大学 68.2-75.3 2(飢餓), 9(産業)

201-300 名古屋市立大学 68.2-75.3 3(福祉), 15(陸資源), 17(パートナシップ)

201-300 岡山大学 68.2-75.3 11(街づくり)

201-300 信州大学 68.2-75.3 2(飢餓), 12(生産・消費), 15(陸資源)

201-300 山口大学 68.2-75.3 1(貧困), 2(飢餓), 12(生産・消費)

※THE University Impact Rankingsとは

イギリスの高等教育専門誌「Times Higher Education」が発表しているランキング。

世界の各大学がどのくらい社会貢献に関する取り組みを行なっているかを、SDGsの17の目標を基準として順位付けされている（エントリー形式）。

2020年の本ランキングにおける日本の大学上位10校（同率順位含む）については、上表のとおり。（出所：THE 世界大学ランキング日本版）

20年度に
東大と連携セミ

ナーを実施
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（参考）大学と連携するにあたってのテーマについて（案）

１．起業とSDGｓについて

 大学での経験・学問・研究等からベンチャーとして起業した事例を通じて、持続可能な社会
の構築に向けたイノベーションについて考える機会を提供する

２．地方創生と資本市場の役割について

 地方の産業を支える研究や企業を取り上げるとともに、これらの取組みを資金面から支える
資本市場の役割にも触れることで、持続可能な社会の実現について考える機会を提供する

３．カーボンニュートラルに向けた取組みと資本市場の役割について

 カーボンニュートラルの実現に向けた研究や企業の取組みを取り上げるとともに、これらの取組
みを資金面から支える資本市場の役割に触れることで、カーボンニュートラルの実現に向けた
道筋について考える機会を提供する



証券業界のSDGs推進に向けた取り組み
～ 中長期的な検討に向けて～

2021年４月

日本証券業協会

SDGs推進本部 SDGs推進室

資 料 ２



前回の本懇談会で寄せられたご意見より

 SDGsについては、長期的に取り組む必要がある課題である。来年度に
限らず、もう少し中長期的に「証券業界としてどういう姿になっていきたい
か」を検討できると良いと思う。

 今年度実施する施策については既に検討が終わり、各施策ともに進めら
れているかと思うが、来年度に向けての取組みについても、どこかで議論・
検討する機会を設けても良いと思う。

1

SDGs達成に資する施策の検討を始めて約３年。

これまで３つのテーマ毎に取り組みを進めてきたところであるが、今後も証券業
界におけるSDGs推進に取り組むにあたり、中長期的な視点で、証券業界として
の「目指す姿」について、意見交換を行わせていただきたい。



証券業界では、2017年９月以降、「できることから始めよう」を念頭に置きながら、主に３つのテーマ毎にSDGs達成に
貢献できるよう様々な施策を行ってきた。

証券業界の目指す姿

2

2017～2020年度
初期

2021～2024年度
中期（今期）

2025～2030年度
後期

１．貧困、飢餓をなくし地球環境を
守る

働き方改革そして女性活躍支援

社会的弱者への教育支援

SDGs
達成に
貢献

証券市場が有する資金調達・供給機能等を通じて、社会課題の解決を目指す

証券業界における働き方改革や女性活躍の推進する

子供たちが将来に希望を持って成長できるよう、証券業界として支援する

SDGsの認知度向上に資する施策

その他
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証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会
構成：有識者および会員証券会社の代表者等／座長：日本証券業協会会長

証券業を通じ社会的課題解決に貢
献するため、インパクト・インベストメ
ント関連の金融商品の組成・販売
の促進に向けた具体的方策等につ
いて検討・対応する。

貧困、飢餓をなくし地球環境を守る
分科会

証券業界における働き方改革や女
性活躍の推進を図るため、業界横
断的な方策について検討・対応する。

働き方改革そして女性活躍支援分
科会

統一呼称「SDGs債」の提言・普及
推進

「SDGs債」の統計情報の定期的な
作成・公表

SDGsに貢献する金融商品の
ガイドブック作成

ICMAと連携した国際イベント等の
開催

業界横断的な働き方に関する事例
集の作成

代表者や管理職等、属性別に焦
点をあてたセミナーの開催

業界横断的なテレワークに関する情
報共有等

証券業界とNPO法人等を結ぶ仕組
み「こどもサポート証券ネット」の構築・
運営（物品支援からスタート）

内閣府等が主導する「こどもの未来
古本募金」に業界全体で参画

本協会に「株主優待SDGs基金」を
設置し、国連機関等への拠出

＜具体的な施策例＞

大学との連携

社会的弱者への教育支援に関する
分科会

経済的に厳しい状況でも子供たちが
将来に希望を持って成長できるよう、
証券業界として支援できる方策につ
いて検討・対応する。

「証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会」
および 「下部分科会」等の取組みについて

会員向けアンケートの実施(2年に
１回)

主な体制及び具体的な施策は次のとおり



証券業界の目指す姿
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１．貧困、飢餓をなくし地球環境を守る

＜目標＞証券市場が有する資金調達・供給機能等を通じて、社会課題の解決を目指す

【課題】
 SDGsの達成には、世界全体で年間５兆～７兆
ドル（途上国においては3.3兆～4.5兆ドル）という
膨大な資金が必要であると試算

 パリ協定の目標達成に向けては、2040年までに世
界全体で 約543,660億ドル～約677,830億ド
ルの投資が必要

 2050年までのカーボンニュートラルの実現に向け
て、「経済と環境の好循環」を作り出していくことが政
府の課題

【現状】
 世界のESG投資額は各地域で増大傾向。国内で
も増大傾向であるが、より一層の拡大が必要

 ボンドにおいては、サステナビリティ・リンク・ボンド、トラ
ンジションボンドといった新たなボンドも発行がみられ
るようになった。

 関係省庁（金融庁、経済産業省、環境省)におい
ても、サステナブルファイナンスに関する各検討会が
設置されている。

社会的課題
の解決

SDGsに貢献する金融商
品の普及・促進

＜本分科会第一次報告書（2019年）及び同分科会委員ア
ンケートより認識している主な課題＞
市場関係者おける目線・認識等の統一、統計データの検討、
評価体系の確立、開示書類の改善、整備等、投資家向けの
普及・啓発、証券会社の役職員向けの普及・啓発活動、投資
機会の提供発行と投資・保有に関する政策的対応・支援



証券業界の目指す姿
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２．働き方改革そして女性活躍支援

＜目標＞証券業界の課題の把握、生産的な雇用とディーセント・ワークの達成

【主な課題】
※2019年「働き方改革そして女性活躍支援分科会」第一次報告書より

 業態間における「働き方改革」に対する意識や取組
み状況に大きな差。証券業界全体を更に働きがい
のある業界としていくためには、人材不足等で個社
での取り組みが困難な会員をサポートする施策が
必要。

 休暇等の制度を利用しやすい風土作りや、男性に
とっても働きやすい職場作りが必要。

 会社全体の意識改革を促していくためには、トップ
の強いコミットメントが必要。

 女性活躍推進に関しては、長時間労働是正といっ
た「働き方改革」とともに、女性の働き方に対する管
理職の意識改革も必要。

 業務効率化や質の高い業務に向けては、更なる業
界横断的な検討や情報共有が必要。

証券業界全体
がより生産性
高く、多様な人
材が活躍でき
る業界へ

多様な働き
方に対する
管理職の
意識改革

業界横断
的なサポー
ト体制の構

築

女性だけに
限らず男性
にとっても
働きやすい
職場作り

証券会社同
士による情報
共有の機会
の提供

トップの強
いコミットメ
ントの構築



証券業界の目指す姿
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３．社会的弱者への教育支援

＜目標＞子供たちが将来に希望を持って成長できるよう、証券業界として支援

【課題】
 令和元年国民生活基礎調査によれば、2018年に
おける我が国の子ども（17歳以下）の貧困率は
13.5％であり、これは約７人に１人の子どもが「相
対的貧困」に陥っていることを示している。

【問題意識】
※2018年「社会的弱者への教育支援に関する分科会」報告書より

 子どもの貧困問題を放置し、格差がより一層深刻
化すれば、日本の経済や社会への悪影響は免れな
い。

 証券会社は市場を基盤としており、市場が安定的
に存在するためには、機会の公正さが不可欠。

 少子高齢化が進む社会で数少ない子どもが劣悪な
環境下で自らの能力を発揮できない状況は、今後
の日本の労働力を考えるうえで重大な問題。

子どもの貧
困問題への
認知・理解
の向上

業界全体で
継続的な
支援

子供の支援
を実施してい
るNPO法人
等との関係
構築・継続

トップの強い
コミットメント
の構築

証券業界として子
供たちが将来に希
望を持って成長でき
るよう、証券界とし

て支援



本日、ご意見をいただきたい事項

7

10年後（ 2030年）の
目指す姿

 業界として、いち早くSDGsに取り組み、できることから様々な取り組みを行ってきたところであるが、SDGsのゴール年
（2030年）まで10年を切った今、３つのテーマ毎に、「2025年（５年後）の目指す姿」 「2030年（10年
後）の目指す姿」 （下の点線枠部分）に関するご意見をいただきたい。

 頂戴したご意見等をもとに、ロードマップ（時間軸を基軸とした目指す姿のイメージを共有できるもの)の策定を検討
したい。

5年後（ 2025年）の
目指す姿

貧困、飢餓をなくし地球環境を守る 働き方改革そして女性活躍支援 社会的弱者への教育支援

子供たちが将来に希望を持って成
長できるよう、証券業界として支援

より一層の資金調達・供給機能
等を通じた、社会課題解決

現在の課題
国内外でESG投資額は増大傾向であ
るが、より一層の拡大が必要

生産的な雇用と
ディーセント・ワークの達成

・トップの強いコミットメント
・業態間における意識や取組み状況に差
・女性に限らず男性にとっても働きやすい
職場作り

・トップの強いコミットメント
・国内の子ども（17歳以下）約
７人に１人が「相対的貧困」に
陥っている

（例）SDGs債の発行額・発行体数の更
なる増加

（例）女性役員割合と管理職割合の増加 （例）協力会員数の更なる増加、
証券業界以外にも波及

（例）証券業界で支援をした子供
たちが社会に出て活躍

（例）企業の資金調達においてファースト
チョイスとしてSDGs債を発行するサス
テナブルファイナンス市場の確立

（例）女性役員の割合30%以上
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（参考１)
経団連 Society 5.0 にむけて

https://www.keidanrensdgs.com/toward-society5-0-jp



9https://www.toyota.co.jp/pages/contents/jpn/investors/library/annual/pdf/2018/ar2018_3.pdf

（参考２)トヨタ自動車
環境チャレンジ2030,2050マイルストーン



（参考３)
日立グループにおけるSDGs達成へのロードマップ
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http://www.hitachi.co.jp/sustainability/sdgs/index.html
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経団連「2030年30％へのチャレンジ」への賛同について

経団連では、昨年11月に「。新成長戦略」が公表され、企業における多様性を推進する上での１つの指標
として「2030 年までに女性役員比率30％以上」という目標が掲げられていたところである。
今般、経団連より、本協会に対して、上記目標達成に向けたムーブメントの形成を目的とした「2030年30
％へのチャレンジ」への賛同表明に関する打診があった。

「2030年30％へのチャレンジ」の趣旨

１．経営トップの方に、改めて多様性の価値や重要性を確認いただくこと

２．経営トップのリーダーシップにて、各社における取組みを加速していただくこと

（注）本チャレンジは、上記数値目標「2030 年までに女性役員比率30％以上」へのコミットメントまでは求めていない

本協会ではこれまでも証券業界における働き方改革及び女性活躍を推進してきたところであり、本チャ
レンジは本協会の取組方針に適合するものと考えられること、また、3月26日付で書面開催した「働き
方改革そして女性活躍分科会」においても反対意見が寄せられなかったことから、本チャレンジへの賛同
を表明する。

⇒













/ CEOGoogle 

/





株主優待SDGs基金に関する
2020年度の実績等について

2021年４月

日本証券業協会

SDGs推進本部 SDGs推進室

資料４
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2020年度における実績

拠出金額合計

10,128,131円

（内訳）

①社会貢献型の株主優待…1,751,000円

②証券会社の受領する株主優待品の換金相当額…8,377,131円

2020年度における株主優待ＳＤＧｓ基金への拠出金額合計及び拠出があった証券会社は以下のとおり。

拠出があった
会員証券会社等

計10社
※ 岩井コスモ証券、エイチ・エス証券、ＳＢＩ証券、共和証券、大和証券グループ本社、東海東京フィナンシャ

ル・ホールディングス、中原証券、長野證券、野村證券、丸三証券

⇒ 2020年度において本基金に拠出された資金は、「WFP国連世界食糧計画（国連WFP）」

及び「子供の未来応援基金」に寄付を行った。

※各支援先への拠出金額については、P.10の配分方法に基づき、以下のとおり。

・ WFP国連世界食糧計画（国連WFP）：5,385,065円

・ 子供の未来応援基金 ：4,743,066円



時期 検討体など 主な検討・報告内容

2021年４月７日 SDGs懇談会 ・2020年度の基金の収支状況の報告

2021年４月20日 証券戦略会議 ・2020年度の基金の収支状況の報告

2021年４月21日頃 ＨＰへの掲載 ・2020年度の基金の収支状況の公表

【参考】今後のスケジュール

（※）2022年度以降の支援先については、2021年秋頃を目途に検討予定。
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WFP国連世界食糧計画（国連WFP）

支

援

先

概

要

目的及び活動内容 飢餓のない世界を目指し、緊急食料支援、母子栄養支援、学校給食支援、自立支
援等の様々な食料支援活動を実施。

支援対象 災害や紛争の被災者、妊婦や授乳中の母親、栄養不良の子どもなど、最も貧しい暮
らしを余儀なくされている人々。

認知度
（投資家等への訴求）

高い
株主優待に同団体への寄付を実施している企業も複数あり、認知度は高まりつつある。
民間からの寄付の約６割が個人の寄付。

支援先における本基金のプレゼンス 非常に高い
年間100万円以上の寄付により、国連WFPパンフレットへの本基金の掲載が可能。

支
援
内
容

具体的資金使途 学校給食支援
・給食一日約30円

支援の効果 ・子どもの栄養状態を改善し、勉強への集中力を向上。
・家事のため学校へ通えない女子の就学率が向上。
・教育は国の安定と発展に寄与。

貢献するSDGｓ目標 ゴール１、２、４、５、８、10、17

レポーティング 「拠出金を学校給食〇日分に使用」といった具体的報告が可能。

①国連システム

参考（株主優待に国連WFPへの寄付を導入している企業）：日清食品、日本ハム、キッコーマン、中村屋、カンロ等

注）寄付金の送金先は、日本における国連WFPの公式支援窓口である特定非営利活動法人 国際連合世界食糧計画WFP協会（代表者：安藤宏基会長）となる。

【参考】2021年度の支援先の概要①（国連WFP）
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4

WFP国連世界食糧計画（国連WFP）は、国連の中で一手に担う「新型コロナウィル

ス緊急支援」を実施し、組織の支援レベルを最高段階に指定し、最優先課題として対

応している。

出所：WFP国連世界食糧計画ウェブサイト

【参考】2021年度の支援先の概要①（国連WFP）



【参考】2021年度の支援先の概要①（国連WFP）
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WFP国連世界食糧計画（国連WFP）は、飢餓と闘う努力、紛争地域における

平和に向けた状況改善への貢献、“飢餓”が紛争や内戦の武器として利用されること

を阻止する努力が評価され、2020年のノーベル平和賞を受賞している。

出所：WFP国連世界食糧計画ウェブサイト



内閣府など 「子供の未来応援基金」

支

援

先

概

要

目的及び活動内容 子供を社会全体で応援する機運を高め、全ての子供達が夢や希望をもつことができる
社会の構築を目指す「子供の未来応援国民運動」の一環として創設。

支援対象 子どもたちへの支援に取り組む公益法人、一般法人、NPO法人、その他ボランティア団
体等（2020年度の支援団体数：117団体）。

認知度
（投資家等への訴求）

高い
多くの企業・個人のほか、国・地方公共団体・大学等も本基金に参加している。

支援先における本基金のプレゼンス 高い
本基金が創設された2015年からの寄付額累計は約11億円（2019年７月末時点）
寄付額が一定額を超える企業は、本基金ウェブサイト等への掲載が可能。

支
援
内
容

具体的資金使途 基金事業審査委員会において採択された団体への支援。
※事務局の運営費用に基金は使用しない。

支援の効果 草の根で活動を行う団体を支援するため、以下のような効果が期待できる。
・地域単位で活動する団体が多いため、当事者に対してより身近な支援が可能。
・一人ひとりの状況に基づき、制度の枠を越えて弾力的にニーズに沿った支援がしやすい。

貢献するSDGｓ目標 ゴール１、２、４、５、８、10、12、17

レポーティング 支援が採択された団体については本基金ウェブサイトにて公表。
また、上記団体の活動内容については、本基金のパンフレットにて一部確認が可能。

②日本国内のNPO法人等を広く支援している実績がある団体等

参考（株主優待に本基金への寄付を導入している企業）：グンゼ

※本基金については、「こどものみらい古本募金」に参画する形で既に証券業界として協力を行っている。

【参考】2021年度の支援先の概要②（子供の未来応援基金）
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【参考】2021年度の支援先の概要②（子供の未来応援基金）

7

子供の未来応援基金の支援先団体の中には、子供食堂など子供の居場所を運営す

る団体支援も多く含まれ、新型コロナウイルス拡大時における学校臨時休校の際には

居場所を失った子供たちやその家族の支援につながっている。

出所：子供の未来応援国民運動フェイスブック
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基金の目的

株主優待等を利用して、国連が提唱する国際社会全体の目標であるSDGsに係る社会的課題に
取り組む者を支援し、もって国際社会におけるSDGsの達成に資することを目的に、本基金を設置
する。

株主優待ＳＤＧｓ基金の目的、形態、原資及び使途は以下のとおり。

基金の形態 本基金は、日証協内に「株主優待SDGs基金特別会計」を設置し、同会計において処理を行う。

SDGs懇談会に諮問し、証券戦略会議が認めた、次に掲
げる活動を行う者を支援するための寄付としてのみ拠出する。

• 国連システム（総会、理事会、事務局、諸計画、基

金、専門機関、その他の関連機関等）の活動のうち、

ＳＤＧｓの達成のために寄与すると認めるもの

• その他、ＳＤＧｓの達成のために必要と認めるもの

基金の使途基金の原資

次のいずれかとする。

• 会員等が本基金を寄付先とする社会貢献型の株主

優待を実施することにより本基金に寄付した金銭

①当該メニューを選択した株主に係る株主優待相当額

②株主優待品の受領を放棄した株主に係る株主優待相当額

• 会員等が上場会社の株主である場合に、当該上場

会社から取得した株主優待品を換金して得た金銭

を本基金に寄付したときの当該金銭

【参考】株主優待SDGｓ基金の概要



証
券
会
社
の
受
領
す
る

株
主
優
待
品

株主優待品を送付
株主優待品の

換金相当額を寄付

※証券会社が受領する株主優待品について、物品のまま寄付するため、今後構築予定の「会員と NPO法人との
プラットフォーム」を活用する。ただし、それでもなお物品のまま寄付することが困難な場合等は、換金の上、換金
相当額を本基金へ寄付として拠出することも可能とする。
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• 日証協内に株主優待ＳＤＧｓ基金を設置。

• 本施策に賛同する会員及び会員の持株会社（会員等）が同社株主に対して提供する株主優待メニューの一つとして「株主優待

ＳＤＧｓ基金への寄付」を設け、同基金は以下の株主優待相当額を原資とする寄付を受け入れる。

当該メニューを選択した株主に係る株主優待相当額

株主優待品の受領を放棄した株主に係る株主優待相当額

なお、同基金は会員等が受領する株主優待品の換金相当額を原資とする寄付も受け入れる。

• 同基金は、こうして集まった資金を、ＳＤＧｓの目標に照らして適切なところとして選定した団体等の活動を支援するための寄付として拠出する。

会員等株主

支援先
（SDGs推進団体等）

株主優待SDGs基金

社
会
貢
献
型
の
株
主
優
待

支援

金銭 物品

株主優待を放棄②

株主優待メニューのうち、株主優待
SDGs基金への寄付を選択①

①and/or②の
株主優待相当額を寄付

①
②

①の株主、②の株主、①+②の株主の、いずれを株主優待SDGs基金への寄付の対象とするか
は、各会員等に委ねる。なお、②については、株主優待の受領を放棄した場合、相当額が同基
金に寄付される旨、予め明示しておく方法等が考えられる。

発行会社 会員等

【参考】株主優待SDGｓ基金の概要



証
券
会
社
の
受
領
す
る

株
主
優
待
品

株主優待品を送付
株主優待品の

換金相当額を寄付

会員等株主

社
会
貢
献
型
の
株
主
優
待

株主優待を放棄②

株主優待メニューのうち、株主優待
SDGs基金への寄付を選択①

①and/or②の
株主優待相当額

を寄付

発行会社 会員等

株
主
優
待
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
基
金

方法Ｂ
会員において、どちらか
（WFP／子供基金）を
選択

方法C
株主・投資家が、どちらか
（WFP／子供基金）を
選択

＜支援先への拠出・配分方法＞

原則として、２先
（WFP／子供基金）
へ等分に拠出する

2020年度実績：1,751,000円

2020年度実績：8,377,131円

【参考】各支援先への拠出・配分について

株
主
優
待

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
基
金

＜株主優待SDGs基金の原資（２パターン）＞
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方法Ａ
２先（WFP／子供基金）
への拠出を等分に行う
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【参考】2019年度における実績

2019年度において本基金に拠出された資金は、「WFP国連世界食糧計画（国連

WFP）」に寄付され、同団体の「学校給食支援」に活用された。

（拠出があった会員証券会社等：計８社）

岩井コスモ証券、エイチ・エス証券、ＳＢＩ証券、共和証券、大和証券グループ本社、東海東京フィナンシャル・

ホールディングス、中原証券、野村證券（50音順）

出所：国連ＷＦＰ レポート
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下部分科会等の検討状況等について

証券業を通じ社会的課題解決に貢献す
るため、インパクト・インベストメント関連の金
融商品の組成・販売の促進に向けた具体的
方策等について検討・対応する。

【2020年度の実施施策】
・グリーン・ソーシャルボンド・コンファレンス

の開催（2020年11月13日開催予定）

証券業界における働き方改革や女性活躍
の推進を図るため、業界横断的な方策につい
て検討・対応する。

【2020年度の実施施策】
・「証券 次世代 Network(愛称：次世代
会)」の開催(2020年12月、2021年3月開催)

・「人事担当管理職を対象とする意見交換会
」の開催（2020年12月開催）
・テレワークの対応状況等に関する意見照会
結果を取りまとめた報告書の作成
（2020年11月会員通知）

社会的弱者への
教育支援に関する分科会

経済的に厳しい状況でも子供達が将来に
希望を持って成長できるよう、証券業界として
支援できる方策について検討・対応する。

【2020年度の実施施策】
・ NPOと証券会社を繋ぐプラットフォーム
「こどもサポート証券ネット」の運営
230件の支援成立（2020年11月時点）

・「証券業界における子供の貧困支援に
関する取組み事例集」の公表

（2020年10月） ※別資料参照

証券業界におけるＳＤＧｓの推進に関する懇談会
座長：日本証券業協会会長、 構成：有識者及び協会員

SDGs債の更なる普及・発展に向けて取り
組むとともに、ICMA等における今後の議論を
踏まえた対応を検討、実施。

証券業界における働き方改革や女性活
躍の更なる推進に向けて、2021年度の施
策を検討、実施。

「こどもサポート証券ネット」の更なる発 展
に向けて、対象範囲（場所の提供、ボラン
ティア等の人的資源の提供）の拡大等の
検討、実施。

貧困、飢餓をなくし
地球環境を守る分科会

働き方改革そして
女性活躍支援分科会

今後の予定
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１．「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」

2
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SDGs債の発行状況について

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」において、SDGs債に関する統計情報の重要性が指摘さ
れ、2019年11月より、分科会メンバーに協力をいただきながら、日本国内で公募されたSDGs債の発
行状況について四半期毎に統計を作成・公表している。

2016 2017 2018 2019 2020

公社債発行額合計（除国
債）に占めるSDGs債発行額
の割合

0.2% 0.7% 1.7% 3.9% 6.6%

https://www.jsda.or.jp/sdgs/hakkou.html



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 4

関係省庁におけるサステナブルファイナンスに関する
各種会議体での意見発信

4

昨年末からサステナブルファイナンスに関する会議体が次のとおり、関係省庁で設置されており、
「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」メンバーに意見照会等を適宜実施しながら、証券業
界としての意見を発信している。

会議体名 所管 趣旨・目的 本分科会のかかわり

サステナブルファ
イナンス有識者
会議

金融庁 2050年までのカーボンニュートラルの実現に向けて、
「経済と環境の好循環」を作り出していくことが政府
の課題となっている。日本企業は、そのための高い
技術や潜在力を有しており、国内外の成長資金が、
こうした企業の取組みに活用されるよう、金融機関
や金融資本市場が適切に機能を発揮することが重
要。こうした観点から、考えられる課題や対応案に
ついて検討する。

同会議第３回会合において大和証券田
代桂子メンバー（本懇談会委員）より
サステナブルファイナンスに関する証券業
界の課題認識や今後の取組みについて
のプレゼンテーションが行われた。
プレゼンテーションでは、先日、本分科会
でアンケートを行い意見を取りまとめた
「サステナブルファイナンスにおける証券市
場関係者における課題認識」について説
明が行われた。

トランジション・
ファイナンス環
境整備検討会

経済産業
省・環境省・
金融庁

着実な低炭素化・脱炭素化に向け、移行段階に
必要な低炭素技術に対して、トランジション・ボンド
またはローンによる資金調達を行う際に、事業会社、
証券会社、銀行、評価機関等が必要となるガイド
ラインを示す。

同検討会における証券部門の意見交換
会（経産省主催）について、本分科会
下部「SDGsに貢献する金融商品に関
するWG」の委員を同省に紹介した。

ソーシャルボンド
検討会議

金融庁 企業等がソーシャルボンドの発行に当たって参照で
きる実務的な指針の策定を検討する。

同庁第一回資料におけるガイドライン策
定の論点について、本分科会・下部WG
で意見を取りまとめ、取りまとめた意見に
ついて、同会議委員大和総研熊谷様に
「証券業界の声」として発言を依頼した。
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＜関連事業＞ICMA共催
グリーン／ソーシャルボンド・コンファレンスの開催

日程 2020年11月13日（金）16時00分～18時00分（日本時間）

タイトル コロナ禍において重要性を増す持続可能性に貢献する債券市場の発展－世界及び日本の展望

「Developments in Bond Markets Contributing to Sustainability under 

COVID-19 – Globally and in Japan」

会場 太陽生命日本橋ビル 26階 及び ZOOMによるウェビナー

共催 国際資本市場協会（ICMA）（※）

参加者 発行体、銀行、証券会社、（機関）投資家、その他の関係機関等 約５００名

実会場参加者：約７０名

オンライン参加者：約４３０名（アクセス数ベース）

5

※ICMAは欧州を中心に世界約60カ国500の金融機関が加盟する国際団体。本拠地はチューリヒ及びロンドン。スイス及び英国当局から自主規制機関と認められている。
本協会との間で2008年1月、相互協力に関する覚書（MoU）を締結し、これまでに５回、日本証券サミット（いずれもロンドンで開催）を共催した。

会 場
GPIF 宮園理事長、

鈴木会長、森本副会長

本協会では、グリーンボンド市場等の動向について日本市場関係者の理解を深め、日本市場の課題等を
探る機会として、国際資本市場協会（ICMA）との共催で、例年、グリーン／ソーシャルボンド・コン
ファレンスを開催した（2020年度で４度目の開催）
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＜関連事業＞ICMA共催
グリーン／ソーシャルボンド・コンファレンスの開催

2017年 2018年 2019年 2020年

セルサイド 124 207 192 174

バイサイド 55 66 92 88

発行体（事業会社、地方公共団体、
金融機関等）

58 83 155 181

業界団体 45 23 29 13

中央行政 12 15 16 52

シンクタンク 10 18 20 13

格付機関・外部レビュアー 14 20 20 18

情報ベンダー 7 4 14 7

メディア 11 16 33 22

駐日外国公館 0 16 9 18

その他 74 83 110 140

合計

410※1 551※1

(日本人483)
(外国人68)

690※1

(日本人617)
(外国人73)

726※2

(日本人420)
(外国人316)

（※1 実会場参加者ベース）
（※2  実会場・オンライン登録者ベース（実会場参加者・オンラインアクセス数合計は約500名））

 人数
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２．「働き方改革そして女性活躍支援分科会」

7
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開催目的
証券会社の営業を担う役職員同士において、各社における営業スタイルや管理職としてのマネジメント
等に関する知見を共有するとともに、管理職としての活躍に向けた意識の醸成を図る。

開催日時

同様の内容にて、次のとおり全２回開催
・第１回：2020年12月10日（木） 午後２時30分～４時00分
・第２回：2021年３月10日（水） 午後３時30分～５時00分
※いずれもオンライン（Zoom）により開催

主催 日本証券業協会

参加者
39社124名（第１回：23社55名、第２回：30社69名）
※ 参加対象は会員証券会社営業部門における管理職候補の女性職員又は管理職の男女職員

プログラム内容

テーマ①：管理職としての課題や不安等について

【講演】（講師：佐々木 裕子 氏（㈱チェンジウェーブ 代表取締役社長））
 管理職・管理職候補が抱えがちな不安や課題、無意識バイアスの具体例やそれにより生じる問題

点と対処方法など
【グループディスカッション】
 管理職になる上で（管理職として）不安・課題に思っていること

テーマ②：コロナ後における営業について

【講演】（講師：同上）
 コロナ後における新たな営業スタイルの事例やマネジメントのあり方について
【グループディスカッション】
 コロナ後における証券業界としての営業スタイルについて

２－１
「証券 次世代 Network」（愛称：次世代会）
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２－２
人事担当管理職を対象とする意見交換会

開催目的
各社の働き方改革及び女性活躍等に向けた取組みについて情報共有を図るとともに、人事担当者同
士のネットワークを構築する機会を提供することにより、業界全体としての連携・推進につなげる。

開催日時
2020年12月16日（水） 午前10時00分～11時30分

※ オンライン（Zoom）により開催

主催 日本証券業協会

参加者
31社より37名
※ 参加対象は人事部門に所属する管理職

プログラム内容

テーマ：テレワークの導入・運用について

【講演】（講師：村田 瑞枝 氏（㈳日本テレワーク協会 事務局長））
 テレワークに関する事例紹介
 効果的なテレワーク運用のためのＴＩＰＳ（ポイント）

【グループディスカッション】
 各社におけるテレワークの導入・運用にあたって現在抱えている課題の共有
 上記課題の解決案
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２－３ テレワークの対応状況等に関する意見照会

調査目的
新型コロナウイルス感染予防対策を踏まえた働き方を推進する一環として、各社におけるテ
レワークに関する課題や対応状況等を確認・共有することにより、証券業界全体における
多様な働き方の検討に資することとする。

調査内容

 テレワーク制度等について
 テレワーク環境について
 テレワーク導入・運用にあたっての課題について
 新型コロナウイルス感染拡大防止に伴うその他制度の導入について

意見照会期間 2020年７月22日（水）～９月25日（金）

意見照会
対象会社

「働き方改革そして女性活躍支援分科会」委員メンバー会社 18社

備考 本資料は2020年11月30日付で会員通知を行っている。
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２－３ テレワークの対応状況等に関する意見照会
主なポイントと傾向

 テレワーク制度の対象
2019年12月（コロナ前）では、 対象範囲を限定した形で回答対象会社８割弱が導入していたが、
現行（2020年８月時点、以下同様）では、全役職員に対して導入している回答対象会社が約６割。

 テレワーク実施時に利用するモバイル端末等について
次のような傾向が多く見られた。

（貸与方法）個別判断ではなく、社内において「常時貸与」か「一時貸与」のどちらか一方に統一
（費用負担）通信費は役職員負担から会社負担へ
（勤怠管理）「Eメール又は電話を利用する方法」又は「勤怠管理システム」を利用する方法

 テレワーク導入・運用におけるこれまでの課題
主に次のような分類に分けることができた。
① 社員のコミュニケーションやメンタルケアに関する面、② 社員教育に関する面、 ③ 労務管理に関する面、
④ 評価やマネジメントに関する面、 ⑤ ＩＴインフラや業務フロー等に関する面

 上記課題に対する対応策（一例）
web会議やチャット等のコミュニケーションツールの活用、 1on1ミーティングの推奨、部下とのコミュニケーションや労務管理方
法等のコツ・成功事例の周知やWeb研修の実施、テレワーク時におけるマネジメントに関する配慮すべき点等のガイドラインへ
の明記、社員同士がお互いに感謝の気持ちを形にして伝えることのできる社内ポイントの導入、社内手続きに関するペーパレ
ス化・捺印廃止の可否の検討 など

【今後に向けたテレワークに関する論点】

 テレワークは、様々な課題解決に密接に関係するため、新型コロナウイルス感染予防対策としての制度に留
めず、働き方改革や女性活躍などの多角的な視点で議論を深めていくべきではないか。

 テレワークによって自宅で働いてもらうとなると、どこまで会社として責任を持つべきなのか、社員のため
に何ができるのかということを考えるべきではないか。
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３．「社会的弱者への支援に関する教育支援分科会」
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３－１ 「こどもサポート証券ネット」の実績

米（精米済み） 542 kg

飲料（災害備蓄品の水、ジュース等） 約 250ℓ

パック米、インスタント・レトルト食品 1500食以上

・・・その他、自社ノベルティ、衛生用品、日用品、商品券等

成立件数 331件 ※登録数に対しての成約率は約80％

2020年1月15日より運用開始後、2021年３月末日までに支援成立した物品等につい
ては、以下のとおり。

マッチングしている物品合計（一例）

提供いただいた品物の一例（マッチング済）

• 新潟県南魚沼市こしひかり5kg
• チョコレート菓子詰め合わせ
• 自社ノベルティのボールペン100本、メモ帳40個
• サンリオピューロランド入場券 ３枚

13
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３－１ 「こどもサポート証券ネット」参加メンバー

 参加証券会社 49社
証券会社名 成立件数

１ 藍澤證券 91

２ むさし証券 66

３ 岡三証券 26

４ だいこう証券ビジネス 26

５ 立花証券 23

６ 丸三証券 22

７ 光世証券 18

８ ＳＭＢＣ日興証券 12

９ 大和証券 7

10 岡三にいがた証券 6

 支援の成立件数 上位10位

所属地区 参加社数

北海道 2

東 北 1

東 京 32

名古屋 1

大 阪 6

北 陸 2

中 国 1

四 国 1

九 州 3

14
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顧客、

地域住民、

従業員など

全国の
証券会社

提携業者

㈱バリュー
ブックス

子供の
未来

応援基金

ＮＰＯ法人

など

古本等を証券会社
に設置された回収
ボックスへ投函

集まった古本等を
提携業者に送付

子ども食堂や居場所
づくりに取り組む
NPO法人等を支援

 全ての子供達が希望を持って成長できる社会の実現に向けて、内閣府等が主導する
「子供の未来応援国民運動」の一環である「こどものみらい古本募金」（古本等を活
用した寄付プログラム）に証券業界全体で参画。

 10(とう)月４(し)日の「証券投資の日」より参画し、全国の証券会社（会員数：
121社、参加店舗：1,433店舗）に古本等回収ボックスを設置。

 証券業界における本取組みは、松山内閣府特命担当大臣(当時)閣議後記者会見
やバリューブックスプレスリリース、各地方紙等においても紹介。

 2021年３月末時点の総寄付冊数は130,087冊、総寄付金額は3,118,470円。

古本等を買い取り
査定額を寄付

３－２ 「こどものみらい古本募金」への参加

15



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

４．ＳＤＧｓ推進に関する今後の予定について
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当面のスケジュールについて（案）

17

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

【分科会外施策】
大学との連携

SDGs株主優待基金

【地球環境】
サステナブルファイ
ナンス等に関する情
報提供

【働き方・女性活躍】
各種セミナー等

【社会的弱者】
こどもサポート証券
ネット

適宜、分科会やSDGs金融商品WGへ情報提供・意見照会

場所貸しにおける課題等の抽出・解決策の検討

連携先（Ａ）選定→内容検討

経団連「2030
年30％への
チャレンジ」賛
同表明

分科会にて各種セミナー等内容検討→順次開催

参加ＮＰＯの継続審査（新規申込は随時）

実施等 連携先（Ｂ）選定

4/21頃 2020年度寄付実績公表 2022年度以降の寄付先を検討

サステナブルファイナンス関連の新しいタイプの債券にかかる
SDGs債への該当性検討


